

















































































































































































































































































































































































































































































































老人2人世帯 合 計 生活扶助
一級地 87,143円 78,143円
三級地 69,067 64,067
老人単身世帯
一級地 70,267 47,767
三級地 57,655 39,155
老齢(退職)年金1人当り平均月額
昭和56年3月現在
厚生年金
船員年金
国家公務員共済
地方公務員共済
公共企業体共済
私立学校共済
農林共済
拠出制国民年金
101,000円
135,000円
138,000円
147,000円
146,000円
116,000円
92,000円
22,000円
まっている｡これらは海上,陸上労働者の老後等
の生活保障は目的の一部にとどまリ,前者は海上
交通の危険増加によるもの,後者は労働者から保
険料を強制的にとりあげ,インフレ防止,戦時国
債消化を主な目的としたものであった｡現在でも,
積立保険料を被保険者の直接利益になる方面に使
うことが少なく,それを財 ･官 ･党が各々その利
益のために使っていることは明白である｡
労働者年金保険法は被保険者の範囲を拡大し,
今日の厚生年金保険法となっている｡昭和34年に
成立した国民年金保険法は,20歳以上60歳未満の
日本国内在住者で公的年金の適用を受けていない
者を対象としている｡
老齢年金月額給付額を主な年金保険別に比べる
ことによって,老齢者の生活保障にどの程度役立
っているかを見ると上記のようになる｡
資料は昭和56年3月現在のものであるが,3年
後の今日でも同年度の生活保護法による老人2人
世帯 (男64歳,女61歳)と老人単身世帯 (女70歳)
の基準額を一級地 (都会)と三級地 (町村)にわ
けて上記にかかげることによって,日本政府公認
の最底生活保障水準である生活保護基準額が社会
保険年金の月額給付額よりどの程度上か,または
住宅扶助 老齢加算
9,000円
5,000
9,000 13,500円
5,000 13,500
下かを明白にしたい｡尚住宅扶助は1人でも4人
でも同額であって一級地は9,000円,三級地は
5,000円になっている｡〔これは基準であって,東
京都の場合は37,600円になっている〕
年金給付の条件が,加入期間の差や世帯単位か
個人単位かにより差があるし,平均年金月額なの
で,大体のところを示すにとどまるものである｡
それでも約15万円のものと10万円のものとでは大
きな差がある｡国民年金は開始後資格期間の25年
がまだたっていないので経過年金にとどまってい
る｡
年金受給権老総数は,56年3月末現在で1,683万
人で総人口の14%にあたり,老齢 (退職)年金受
給権者は1,408万人である｡そのうち国民年金が
532万人,福祉年金が354万人,合計886万人(73%)
である｡その年金は老齢者の生活を保障できるも
のではない｡27%にあたる厚生年金の220万人,共
済組合の121万人,船員保険の4万人合計345万人
ができる条件にあるのである｡
制度の上では,昭和36年に国民皆年金となった
のであるが,それはまだプログラムにとどまる点
が多い｡前記のように老齢者の生活を保障できる
公的年金は国民皆年金の年から20年たっている56
年でも前記のとおりである｡生活保障ができる公
的年金の給付を受けられない老齢者で,労働能力
をなくしたり,労働能力がまだ残っていても,労
働収入で生活できない者は,家族や親族の扶養に
頼れないと,生活保護制度を ｢生活保障制度｣と
してきたし,現在もしているのである｡
生活保障を年金に求められない者は,独立心を
なくしたり,おさえたりして,家族や親族に頗る
か,救貧制度一生活保護制度に頼ることになる｡
その救貧制度に移ることにする｡
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明治7年にはじまる ｢触救規則｣は,貧民の救
助は家族 ･親族の間の情誼によるべきものであっ
て,国家は家族親族の扶養を受けられない70歳以
上の老衰者,70歳以下でも疾病で働けない者,13
歳以下の老だけを救済の対象とし,わずかな米代
だけを与えた｡明治9年から昭和6年の問,大正
10年を除いた56年間におけるその救済率は1万人
に1-6人にとどまっていた｡1人の年は7年(1
人にならない年も1人として加えてある)｡2人の
年は18年,3人の年は6年,4人の年は9年,5
人の年は12年, 6人の年は3年であった｡注意す
べきことは,明治41年救済人員が14,155人,救済
率1万分の3であったものが,42年,43年,45年
と減少し,45年には救済人員3,107人,救済率1万
分の1になったことである｡これは 『救済制度要
義』(明治42年)の著者で救貧行政指導に当った官
僚井上友一の ｢濫救｣をいましめた通牒の結果で
あった｡国家が救済費を負担しない方針は,家族
親族に限りない扶養の義務を強制するものであっ
た｡しかし ｢貧民の親族は概ね貧民なり,何の余
力ありてか族煩窮老の扶持に及ぼむや｣であり,
自殺するもの,行路死亡者 (ゆきだおれ)を増加
させていった｡
他救規則に代 り昭和7年から実施になった救護
法は政済対象である老衰者の年齢を65歳にさげた
り,妊産婦を加えたが,地政規則とともに,労働
能力のある者と扶養義務者のある者は扶養をうけ
られなくても救済しなかった.昭和7年度におけ
るその救護人員は,157,564人,救護率1万人につ
き24人で,粗放規則による昭和6年度が30,783人,
救済率 1万人につき5人とは量的に大きな差をも
つものであった｡
敗戦前の救貧法が労働能力ある者,扶養義務者
のある者を致済しなかったことは,家族親族の扶
養のない者に,どんな悪条件でも働くことを強制
し,使いすての,安い労働力を資本に提供するこ
とになった｡失業保険制度は昭和22年にはじめて
成立したのである｡
敗戦後,日本の救貧制度は,占領軍の要求によ
り,(占領政策を失敗させないため)国家の責任で
公的扶助としての生活保護法を昭和21年9月に制
定し,10月から実施となったQ昭和21年における
被保護人員は270万3439人,保護率1万人に351人
であった｡
昭和25年に,最低基準の引き上げ,保護請求権
の確立,専任職員の設置,教育扶助,住宅扶助の
新設を内容とする生活保護法の公布と実施があっ
た｡この (新)生活保護法は保護請求権を認めた
が,それは有名無実にとどめられた｡これは民主
勢力の弱きを示すものであるとともに,治安維持
ができるかぎり,安い労働力の供給とその再生産
を望む資本の力の強さを示すものである｡これは
民主勢力をまとめて,資本に対抗できる力を持つ
ことが,生活の保障を家族の集団的保障から,礼
会的保障に発展させる上に必要なことを示すもの
である｡
参考文献として
○各国にわたるもの
講座社会福祉 2 社会福祉の歴史
今岡･星野,吉永 社会福祉発達史
01国を中心とするもの
一番ヶ瀬･小野寺 スウェーデンの社会福祉
アンドレ-フ ソ連の社会保障
柴田嘉彦 ソ連社会保障発達史
新中国年鑑 1981,82,83年版
家族問題と家族法 5扶養
講座家族 17 家族間題と社会保障
原稿枚数の制限のため,引用文献は全部はぶき
ました｡
(1984.2.1)
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